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山元地区の費用対効果分析に関する説明資料

１ 地区の概要
① 関係市町村：宮城県亘理郡山元町
② 受 益 面 積：638ha（水田：611ha、普通畑：27ha)
① 主 要 工 事：区画整理632ha、農地造成６ha、排水路6.2km、幹線道路2.4km、

支線道路74.8km
④ 国営事業費：13,684百万円
⑤ 事 業 期 間：平成７年度～平成15年度（計画変更：平成13年度、完了公告：平成16年度）
⑥ 関連事業 ：国営かんがい排水事業１地区

県営かんがい排水事業１地区

２ 総費用総便益比の算定
（１）総費用総便益比の総括 （単位：百万円）

区 分 算定式 数 値

総費用（現在価値化） ① 28,623

当該事業による費用 ② 21,177

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費） ③ 7,446

評価期間（当該事業の工事期間＋40年） ④ 49年

総便益額（現在価値化） ⑤ 30,713

総費用総便益比（Ｂ／Ｃ） ⑥＝⑤÷① 1.07

基準年 平成21年度

（２）総費用の総括 （単位：百万円）

区 施設名 事業着工 当 該 関 連 評価期間 評 価 期 間 総費用
時 点 の 事業費 事業費 における 終了時点の ⑥＝

分 (又は工種) 資産価額 再整備費 資 産 価 額 ①＋②＋③
① ② ③ ④ ⑤ ＋④－⑤

区画整理 4,526 4,526
当 農地造成 349 349
該 排水路 1,746 284 236 1,795
業 幹線道路 383 58 51 390
業 支線道路 2,063 275 278 2,060

小 計 43 21,177 4,419 2,260 23,378
関 国営かんがい排水事業 1,387 708 2,060 216 3,940
連 県営かんがい排水事業 662 127 48 741
事
業
等 小 計 1,682 1,370 2,489 295 5,245

合 計 1,724 21,177 1,370 6,907 2,556 28,623

※主な施設を事例として示す。その他の施設も含めた詳細については「山元地区の事業の効用に関
する詳細」を参照。

※表示単位未満の数値を四捨五入したので、数値が一致しない場合がある。
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（３）年総効果額の総括 （単位：百万円）

区 分 年総効果 効 果 の 要 因
効果項目 (便益)額

食料の安定供給に関する効果 814

作物生産効果 334 区画整理及び用水施設の整備を実施したこと
により、農作物生産量が維持または増加する
効果

営農経費節減効果 534 区画整理及び用水施設の整備を実施したこと
により、営農経費が増減する効果

維持管理費節減効果 △ 54 用水施設等の整備を実施したことにより、維
持管理費が増減する効果

農業の持続的発展に関する効果 15

耕作放棄防止効果 0 区画整理等の実施により、耕作放棄の発生が
抑制され、作物生産が維持される効果（完了
後に確認された効果）

農業労働環境改善効果 14 事業により農作業の環境が変化し、営農に係
る労働が質的に改善（労働強度の改善、精神
的疲労の軽減）される効果（完了後に確認さ
れた効果）

農村の振興に関する効果 66

一般交通等経費節減効果 47 事業により幹線道路が新設され、一般交通等
の走行経費が節減される効果（完了後に確認
された効果）

地籍確定効果 4 区画整理等の実施により、区画の整形や確定
測量が行われることで、地籍調査に係る経費
が節減される効果（完了後に確認された効果）

非農用地等創設効果 5 区画整理において、換地手法を用いて公共用
地等の非農用地を円滑に創設することにより、
事務経費の節減が図られる効果

雇用機会増大効果 9 事業を契機に設立された農産物直売所等にお
いて、雇用が増大する効果（完了後に確認さ
れた効果）

多面的機能の発揮に関する効果 16

都市・農村交流促進効果 16 事業を契機に開設された観光農園等が観光資
源として利活用され、都市住民等との交流が
促進される効果（完了後に確認された効果）

合計 911

※表示単位未満の数値を四捨五入したので、数値が一致しない場合がある。
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（４）総便益額算出表 （単位：百万円）

作物生産効果
評 年 割引率 経 更新分 新設及び機能向上分 計 割 引 後
価 （１＋割引率） 過 に係る に係る効果 備考
期 年 効 果 効 果 額
間 度 年効果 年効果 効果発 年発生 年効果 同 左

額 額 生割合 効果額 額 割引後 合 計
① ② ③ ④ ⑤＝ ⑥＝ ⑦＝

③×④ ②＋⑤ ⑥÷①
１ H7 0.5775 -14 293 41 0.0% 0 293 507 371 着工
２ H8 0.6006 -13 293 41 10.2% 4 297 495 465
３ H9 0.6246 -12 293 41 21.0% 9 302 483 557
４ H10 0.6496 -11 293 41 41.6% 17 310 478 734
５ H11 0.6756 -10 293 41 74.9% 31 324 479 1,083
６ H12 0.7026 -9 293 41 83.4% 34 327 466 1,133
７ H13 0.7307 -8 293 41 97.3% 40 333 456 1,218
８ H14 0.7599 -7 293 41 100.0% 41 334 440 1,193
９ H15 0.7903 -6 293 41 100.0% 41 334 423 1,152 工事完了
10 H16 0.8219 -5 293 41 100.0% 41 334 407 1,108 完了公告
11 H17 0.8548 -4 293 41 100.0% 41 334 391 1,065
12 H18 0.8890 -3 293 41 100.0% 41 334 376 1,024
13 H19 0.9246 -2 293 41 100.0% 41 334 362 985
14 H20 0.9615 -1 293 41 100.0% 41 334 348 947
15 H21 1.0000 0 293 41 100.0% 41 334 334 911 基準年
16 H22 1.0400 1 293 41 100.0% 41 334 321 876
17 H23 1.0816 2 293 41 100.0% 41 334 309 842
18 H24 1.1249 3 293 41 100.0% 41 334 297 810
19 H25 1.1699 4 293 41 100.0% 41 334 286 778
20 H26 1.2167 5 293 41 100.0% 41 334 275 748
21 H27 1.2653 6 293 41 100.0% 41 334 264 720
22 H28 1.3159 7 293 41 100.0% 41 334 254 692
23 H29 1.3686 8 293 41 100.0% 41 334 244 665

49 H55 3.7943 34 293 41 100.0% 41 334 88 240
合計（総便益額） 12,599 30,713
※経過年は基準年からの年数。
※作物生産効果額を事例として示す。その他の効果も含めた詳細については「山元地区の事業の

効用に関する詳細」を参照。
※表示単位未満の数値を四捨五入したので、数値が一致しない場合がある。
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３ 効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方
本事業及び関連事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせ

ば）の作物別作付面積を整理し、作物生産量の比較により年効果額を算定
○対象作物

水稲、大豆、未成熟とうもろこし等
○年効果額算定式

年効果額＝単収増加年効果額※１＋作付増減年効果額※２

※１ 単収増加年効果額＝作付面積×（事業ありせば単収－事業なかりせば単収）×単価×
単収増加の純益率

※２ 作付増減年効果額＝（事業ありせば作付面積－事業なかりせば作付面積）×単収×単価
×作付増減の純益率

○年効果額の算定

計 作 作付面積 単収 生 産 生産 増 加 純

画 新設 効果発生 効果要因 事業なか 事業あり 効果算定 物単 益 年効果額

地 物 ・ 現況 計画 面 積 りせば せば単収 対象単収 増減量 価 粗収益 率

目 更新 ( 計 画 (事後評 ① 単収 ② ③＝①×② ④ ⑤＝③×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥

名 時) 価時） ÷100

ha ha ha kg/10a kg/10a kg/10a ｔ 千円/ｔ 千円 ％ 千円

新 水管理改良 486 507 507 108.6 240 26,064 74 19,287

水 水 設 453.5 517.2 63.7 作付増 486 486 486 309.6 240 74,304 1 743

稲 更

田 新 453.5 453.5 453.5 水管理改良 130 486 130 1,614.5 240 387,480 74 286,735

計 487,848 306,765

新 14.4 23.2 8.8 作付増 125 125 125 11.0 277 3,047 - -

大 設 奨励金 880

豆 更 単収増

新 14.4 14.4 14.4 (湿潤かんがい) 116 125 116 1.3 277 360 68 245

計 3,407 1,125

未成 新

熟と 設 0.3 1.6 1.3 作付増 412 412 412 5.4 120 648 3 19

うも 更 単収増

ろこ 新 0.3 0.3 0.3 (湿潤かんがい) 358 412 358 0.2 120 24 74 18

し 計 672 37

総計 1,131,387 334,271

※主な作物を事例として示す。その他の作物も含めた詳細については、「山元地区の事業の効用に
関する詳細」を参照
【新設】

・作付面積：現況作付面積は、国営山元土地改良事業変更計画書に記載された現況面積
計画作付面積は、現地踏査等の実態調査を基に決定

・単 収：「事業なかりせば単収」は、事業計画時の現況単収、「事業ありせば単収」は、
農林水産統計等による最近年の平均単収

【更新】
・作付面積：現況作付面積及び計画作付面積は、事業計画時の現況面積
・単 収：「事業なかりせば単収」は農業用水機能の喪失時の単収であり、水稲は農林水産

統計の最近年の陸稲の平均単収より、大豆等は「事業ありせば単収」に効果要因
別の増収率を考慮し決定

「事業ありせば単収」は、農林水産統計等による最近年の平均単収
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【共通】
・生産物単価：農業物価統計等による最近年の販売価格に消費者物価指数を反映した価格
・純益率：経済効果算定に必要な諸係数通知による標準値等
・小数点以下を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と合わない

（２）営農経費節減効果

○効果の考え方
本事業及び関連事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせ

ば）の労働費、機械経費、その他生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減から年
効果額を算定

○対象作物
水稲、大豆等

○年効果額算定式
年効果額＝（事業なかりせば単位面積当り営農経費－事業ありせば単位面積当り営農経費）×

効果発生面積
○年効果額の算定

水稲 区画整理：ほ場条件の改善に伴う経費の増減
用水改良：水管理作業に要する経費の増減

大豆 区画整理：ほ場条件の改善に伴う経費の増減
用水改良：水管理作業に要する経費の増減

ha当たり営農経費 ha当たり 効果発生 年効果額

新設 更新 経費 面積

作物名 現況 計画 事業なかりせば 事業ありせば ⑤=(①－②) ⑥ ⑦＝⑤×⑥

（事業なかりせば） （事業ありせば） 営 農 経 費 営 農 経 費 ＋

① ② ③ ④ (③－④)

円 円 円 円 円 ha 千円

水稲 1,888,926 729,060 - - 1,159,866 75.0 86,990

- - 15,102 116,373 △101,271 453.5 △45,926

大豆 469,306 339,785 - - 129,521 3.4 440

- - 0 15,392 △15,392 14.4 △222

計 534,179
※主な作物を事例として示す。その他の作物も含めた詳細については「山元地区の事業の効用に

関する詳細」を参照
【新設】

・事業なかりせば営農経費：国営山元土地改良事業変更計画書に記載された現況の経費を基に
決定

・事業ありせば営農経費：現在の営農経費であり、宮城県営農基本計画指標、米生産費調査
を基に推計し決定

【更新】
・事業なかりせば営農経費：事業ありせば営農経費から想定される用水供給等に係る作業経費

を除いて決定
・事業ありせば営農経費：事業計画時（最終計画）における現況値を基に決定
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（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方
本事業及び関連事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせ

ば）を比較し、維持管理費の増減額を算定
○対象施設

本事業及び関連事業により整備された施設
○効果算定式

年効果額＝事業なかりせば維持管理費－事業ありせば維持管理費

○年効果額の算定
事業なかりせば維持管理費 事業ありせば維持管理費 年効果額

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

564 54,327 △53,763
・事業なかりせば維持管理費(①)：関係土地改良区の直近年の維持管理費用のうち、施設の安

全管理等に最低限必要な維持管理費用の実績値をもとに算
定

・事業ありせば維持管理費(②)：関係土地改良区の直近年の維持管理費用の実績値を基に算定

（４）耕作放棄防止効果

○効果の考え方
本事業及び関連事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）に、耕作放棄の発生が想定さ

れる農地が有している作物生産の年効果額により算定
○算定対象

本事業及び関連事業を実施しなかった場合、耕作放棄の発生が想定される農地
○効果算定式

年効果額＝総効果額×i(1+i)n/{(1+i)n-1} （i:割引率 n:効果算定期間）
総効果額 割引率 効果算定期間 年効果額

千円 年 千円

7,099 0.04 49 333
・総効果額：事業なかりせば発生する耕作放棄発生面積に、単位面積当たりの作物生産の純益

額を乗じた値
・効果算定期間：事業工期＋40年

（５）農業労働環境改善効果

○効果の考え方
本事業及び関連事業の実施により営農に係る労働が質的に改善（労働強度の改善、精神的疲

労の軽減など）されることにより発現する効果について、受益者にＷＴＰ（支払意志額（ある
財やサービスに対して支払っても良いと考える金額）を尋ね、ＣＶＭ（仮想市場法）により測
定し、年効果額を算定

○算定対象
作業負荷が軽減される作業（ほ場間の移動、水管理に係る隣接耕作者との調整）
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○効果算定式
年効果額＝労働改善に対する支払い意思額×受益面積

作業軽減 作業負荷軽減対象作業方法 労働改善に関するWTP 受益面積 年効果額
対象作業名 現況 計画 ① ② ③=①*②

ほ場間の移動 円/10a/年 ha 千円

精神的 精神的 1,128 598.6 6,752
水管理に係る 疲労の蓄積 疲労の軽減

隣接者との調整 1,258 598.6 7,530
14,282

・労働改善に関するWTP：受益者に対するアンケート調査結果から得られた、労働改善に対す
る支払い意思額

・受益面積：水田及び普通畑の本地面積

（６）一般交通等経費節減効果

○効果の考え方
本事業で整備した幹線道路が既存道路へ接続し、一般車両の走行距離の短縮や速度上昇等が

図られることから、事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）と事業を実施した場合（事
業ありせば）の走行経費の差から年効果額を算定

○対象施設
幹線道路

○効果算定式
年効果額＝事業なかりせば走行経費－事業ありせば走行経費

事業なかりせば走行経費 事業ありせば走行経費 年効果額
① ② ③＝①－②

千円 千円 千円

80,848 33,638 47,210
・事業なかりせば走行経費：幹線道路の通行が不可能となった場合を想定し、周辺道路を迂回

する場合の経費
・事業ありせば走行経費：本事業で整備した幹線道路を通行する際の経費

（７）地籍確定効果

○効果の考え方
本事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）の土地を国土調査する場合に要する経費相

当額と、本事業を実施した場合（事業ありせば）の土地を国土調査する場合に要する経費相当
額との差額に、還元率を乗じて年効果額を算定

○算定対象
本事業の受益面積

○効果算定式
年効果額＝（事業なかりせば単位面積当たりの国土調査費－事業ありせば単位面積当たりの国

土調査費）×地籍が明確になる面積×還元率
事業なかりせば経費 事業ありせば経費 耐用年数 還元率 年効果額

① ② ③ ④ ⑤=(①-②)*④
千円 千円 年 千円

110,252 2,292 100 0.0408 4,405
・事業なかりせば経費：本事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）の土地を国土調査す

る場合に要する経費
・事業ありせば経費：本事業を実施した場合の土地を国土調査する場合に要する経費
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（８）非農用地等創設効果

○効果の考え方
換地手法を用いて公共用地等の非農用地を円滑に創設することにより、合理的かつ経済的に

他の事業者が用地を取得できることから、本事業を実施した場合（事業ありせば）における用
地調達経費と本事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）の用地調達経費の差額に、還元
率を乗じて年効果額を算定

○算定対象
本事業で創設した非農用地（道路、河川改修、集会所）

○効果算定式
年効果額＝（事業なかりせば単位当たりの想定経費－事業ありせば単位当たりの計画経費）×

×非農用地等創設面積×還元率
想定経費 計画経費 差引経費 耐用年数 還元率 年効果額

① ② ③=①-② ④ ⑤ ⑥=③*⑤
千円 千円 千円 年 千円

創設非農用地 120,594 2,710 117,884 100 0.0408 5,152
・想定経費：本事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）の用地調達経費
・計画経費：本事業を実施した場合（事業ありせば）における用地調達経費

（９）雇用機会増大効果

○効果の考え方
本事業を契機に整備された施設における雇用機会の増大について、従業員の年間給与から年

効果額を算定
○算定対象

本事業を契機に整備された農産物直売所、米麦流通施設
○効果算定式

年効果額＝年間雇用人数×年間雇用時間×労働賃金
施設名 雇用形態 雇用人数 雇用日数 雇用時間 労賃単価 年効果額

① ② ③ ④ ⑤=①*②*③*④
Ａ パート 2 250 6 1,480 4,440
Ｂ パート 17 22 8 1,480 4,428

計 8,868
・雇用に関する各種諸元：関係機関からの聞き取りによる実績値

（10）都市・農村交流促進効果

○効果の考え方
本事業を契機に開設された観光施設について、観光客が地場産品の購入や農村体験等のため

に訪れる際の旅行費用から年効果額を算定
○算定対象

農産物直売所、観光農園
○効果算定式

年効果額＝車両走行経費×年間訪問台数
訪問台数 高速料金 １台当車両走行経費 年効果額

① ② ③ ④=(②+③)*①
台 円 円/台 千円

山元町 917 - 114 105
仙台市 5,436 1,300 1,498 15,210
福島市 197 - 2,152 424

計 6,550 15,739
・訪問台数：施設の来客者実績より推計
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４ 効果算定に使用した資料

【共通】
・農林水産省農村振興局企画部土地改良企画課・事業計画課(監修)(2007)「新たな土地改良の

効果算定マニュアル」大成出版社

【費用】
・当該事業費及び関連事業費に係る一般に公表されていない諸元については、東北農政局阿武

隈土地改良調査管理事務所調べ（平成21年）

【便益】
・東北農政局（平成13年）｢国営山元土地改良事業変更計画書｣
・東北農政局統計部｢第47次～56次宮城農林水産統計年報｣
・農林水産省大臣官房統計部（平成７年、平成17年）｢農林業センサス｣
・農林水産省大臣官房統計部（平成14年～18年）｢農業物価統計｣
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（平成19年３月28日農林水産省農

村振興局企画部長通知（一部改正：平成22年３月31日農林水産省農村振興局整備部長通知））
・山元地区地域住民意向調査結果（平成21年度東北農政局阿武隈土地改良調査管理事務所）
・山元地区交通量調査結果（平成21年度東北農政局阿武隈土地改良調査管理事務所）
・効果算定に必要な各諸元については、東北農政局阿武隈土地改良調査管理事務所調べ（平成

21年）
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（２）総費用の総括 （単位：百万円）

※表示単位未満の数値を四捨五入したので、数値が一致しない場合がある。

山元地区の事業の効用に関する詳細
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（４）総便益算出表 （単位：百万円）（1/5）

※経過年は基準年からの年数
※表示単位未満の数値を四捨五入したので、数値が一致しない場合がある。

山元地区の事業の効用に関する詳細
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山元地区の事業の効用に関する詳細 （単位：百万円）（2/5）

※経過年は基準年からの年数
※表示単位未満の数値を四捨五入したので、数値が一致しない場合がある。



- 13 -

山元地区の事業の効用に関する詳細 （単位：百万円）（3/5）

※経過年は基準年からの年数
※表示単位未満の数値を四捨五入したので、数値が一致しない場合がある。
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山元地区の事業の効用に関する詳細 （単位：百万円）（4/5）

※経過年は基準年からの年数
※表示単位未満の数値を四捨五入したので、数値が一致しない場合がある。
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山元地区の事業の効用に関する詳細 （単位：百万円）（5/5）

※経過年は基準年からの年数
※表示単位未満の数値を四捨五入したので、数値が一致しない場合がある。
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山元地区の事業の効用に関する詳細

３（１）作物生産効果
（1/2）
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山元地区の事業の効用に関する詳細

（１）作物生産効果
（2/2）

（２）営農経費節減効果


